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概要 

 国立大学法人東京大学気候システム研究センター（センター長 中島映至），独立行政法人海洋研究開

発機構（理事長 加藤康宏），及び独立行政法人国立環境研究所（理事長 大垣眞一郎）の研究グループ

は，大気海洋結合気候モデル MIROC[※１]を用いて 10年規模の気候変動を予測するシステムを開発して，

スーパーコンピュータ「地球シミュレータ」上で気候予測実験を行い，環太平洋域における大気・海洋の顕

著な変動である「太平洋十年規模振動（PDO）」の再現に成功しました。 

 これは PDO に伴う海水温や気温などの変動を 10 年規模で予測できる可能性を世界で初めて実証したも

のです。これにより，10年規模の気候変動メカニズムの理解が深まるとともに，近未来（2030年頃まで）の地

球温暖化傾向のゆらぎやその地域的な違いに対する予測性能が向上し「気候変動に関する政府間パネ

ル（IPCC）」第５次評価報告書に大きく貢献することが期待されます。 

 本研究は，文部科学省「21 世紀気候変動予測革新プログラム」における研究課題「高解像度気候モデル

による近未来気候変動予測に関する研究」の一環として実施したものです。この成果は，2月2日付の米国

科学アカデミー紀要「Proceedings of the National Academy of Science of the USA」に掲載されました。 

国立大学法人東京大学気候システム研究センター，独立行政法人海洋研究開発機構，及び独立行

政法人国立環境研究所の研究グループは，環太平洋域における大気・海洋の顕著な変動である「太平

洋十年規模振動（PDO）」の再現に成功しました。 

これにより，近未来（2030 年頃まで）の地球温暖化傾向のゆらぎやその地域的な違いに対する予測性

能が向上し，「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」第 5 次評価報告書に大きく貢献することが期待

されます。この成果は，2 月 2 日付の米国科学アカデミー紀要「Proceedings of the National Academy of 

Science of the USA」に掲載されました。 
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背景 

 PDO は，日本の東方海域と，それを取り囲むようなアラスカからカリフォルニア沿岸，赤道太平洋域の海

面水温が 10～20 年規模でシーソーのように変動する現象です（図 1）。その動向を客観的にあらわす PDO

時係数[※2]は，1977年頃に負から正へ大きく変化したことがよく知られていて，最近では2006年頃に正か

ら負への反転が観測されています（図 2）。PDO の物理メカニズムはまだ完全に解明されているわけではあ

りませんが，海洋大循環（黒潮の強さや位置など）やアリューシャン列島付近の気圧，太平洋域の偏西風

の変化を伴い，日本を含む環太平洋域の気温や降水量だけでなく、海洋生態系の変動にも 10 年規模で

強く影響することがわかってきました。 

 10 年規模の気候変動は，世界的な地球温暖化傾向に中期的なゆらぎを与え，そのゆらぎに地域的な違

いを生み出します。そのため，IPCC 第５次評価報告書で取り扱われる予定の中期的な地球温暖化予測

（近未来気候変動予測）研究では，これまでに指摘されている長期的な温暖化傾向に加えて，PDO に代

表される気候システムの内部変動によるゆらぎを適切に予測することが期待されています。従来の気候予

測モデルも PDO のような現象そのものは表現していましたが，その動向（PDO 時係数の符号がいつ反転

するかなど）については再現できていませんでした。 

 

気候予測システム概要 

 研究グループは，季節予報などに適用されている手法を応用して 10 年規模の変動を予測するためのシ

ステムを開発しました。このシステムでは，データ同化という手法を用いて 1945 年から予測計算スタート時

までの水温と塩分の観測データ（いずれも海面から 700m 深まで）を気候モデルに教え込み，予測計算の

スタート時の大気・海洋の状態（初期値）を決めます。このように PDO のような内部変動の初期状態を反映

させた初期値を使い，地球シミュレータ上で気候変動予測計算を行いました。また初期値をわずかに変化

させて 10 通りの予測計算を行い，その平均値を予測結果とみなすこと（アンサンブル予測）によって，結果

の信頼性を向上させました。 

 

再現実験と結果 

 予測計算スタート時刻を 1960 年 7 月 1 日，1965 年 7 月 1 日，… というように 5 年おきに設定して，それ

ぞれのスタート時刻から 15 年先までの再現実験を行いました。20 世紀後半に対する複数の再現実験（図

2）では，予測スタート時刻から概ね 6 年間程度にわたって PDO の動向が再現できました（図 3）。ここでは，

初期値に反映させた PDO の初期状態を気候モデルが単にそのまま持続しているわけではなく（図 3），初

期状態からの時間発展が気候モデルに記述されている力学・熱力学プロセスを通じて再現されています。

従来の予測手法では，PDO の初期状態を初期値に反映させていなかったため，こうした動向は再現でき

ていませんでした（時係数の誤差が常に大きい）（図 3）。 

 特に 2005 年 7 月スタートの再現実験では，2006 年頃に観測された PDO 時係数の正から負への変化の

再現に成功し（図 2），2008 年までの平均的な結果も観測値とよく一致しました（図 4）。負の PDO 時係数に
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伴って，日本付近は高温化していますが，赤道太平洋域の広範囲では低温化しているため，結果として地

球平均気温は押し下げられます。長期的な地球温暖化傾向は変わりませんが，PDO の影響によって 2012

～13 年頃までは地球平均気温の上昇が一時的に緩やかな状況が続く可能性が高いと予想されます。 

 

今後の展望 

 本研究は，過去の水温・塩分の状況を気候モデルに教え込む（データ同化）ことによって PDO を 10 年規

模で予測できる可能性を示しました。データ同化手法の精緻化や高度化が進めば，PDOをより長期にわた

って予測できるようになるだけでなく，大西洋域などで観測される PDO 以外の内部変動の予測性能が向上

することも期待されます。また，超高解像度の気候モデル（水平格子間隔，大気:約 60km，海洋:約 20km）

を用いて予測実験を行うことによって，PDO に伴う地域的な高温化や低温化に関するより詳細な予測デー

タの提供が可能になると期待されます。このような予測実験には莫大な計算機資源が必要なため，現在，

地球シミュレータを活用しながら長期間の予測計算に取り組んでいます。 

 さらに，PDO に伴う海水温や気温，降水分布の変化は漁業資源や沿岸生態系，水災害分布にも影響を

与えている可能性が指摘されています。長期的な温暖化傾向だけではなく PDO の動向も考慮した気候予

測データを提供することによって，地球温暖化に対する政策立案に資するような応用研究が前進することも

期待されます。 

 

※１ 気候モデル（大気海洋結合気候モデル MIROC）は従来の地球温暖化予測研究でも使用されており，

大気は水平 300km 四方・鉛直 20 層，海洋は水平 100km 四方・深さ 44 層の細かさで計算しています。 

※２ PDO 時係数が正の値の時には，日本の東方海域では低温化し，それを取り囲むようなアラスカからカ

リフォルニア沿岸，赤道太平洋域では高温化します。時係数が負値の時には，これと正反対になります。 

 

 

図 1: 300m 深平均水温にみられる典型的な PDO の空間パターン[℃]。ここでは大気海洋結合モデル

MIROC を用いた長期気候シミュレーション結果に経験的直交関数展開法を施した時の第１モードの空間

構造として定義した。 
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図 2: 300m 深平均水温の長期的温暖化傾向からのずれを PDO 空間パターン（図 1）に射影することによっ

て定義した PDO 時係数。 

 （赤）5 年平均値した観測値（ProjD_v6.2）。 

 （青）再現実験結果（10 通りの再現実験の平均値）。 

 （青帯）再現実験の不確定性の幅（10 通りの再現実験の標準偏差）。 

再現実験結果は 1960, 1970, 1980, 1990, 2005 年の各 7 月予測スタートの 5 例のみを代表として描いた。 

 

 

 

 

 

図 3: 20 世紀後半の再現実験で見られる PDO 時係数（図 2）の統計的な誤差の大きさ（二乗平均誤差）。 
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図 4: 2006～08 年における長期的地球温暖化傾向からの地上気温のずれ[℃]。 

 （左）2005 年 7 月 1 日計算スタートした再現実験の結果， 

 （右）観測値（HadCRUT3v）。 

統計的に意味のある大きさのずれのみに色をつけた。 
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